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書　評
H．シュピッツレー著，高橋俊夫監訳
r科学的管理と労働のヒューマニズム化』
藤　田　　　誠
　本書はr科学的経営管理，レファ方法論と労働科学の新たな方向づけ』（H．Spitzley，
閉8s㈱伽グ肋加肋7肋沸〃舳g，1～班ん肌肋o伽〃伽2舳∂ル刎07伽ま伽舳8
伽ルろ2炊”5∫舳0加グエ，Bmd，1980．）の翻訳であるが，訳着は内容をより直載的に
表現するため上記のよう恋書名を付している。著老の本書でのテーマは，テイラー的経
営管理方式は「科学的に中立でもなけれぱ，労働老に対Lて公平であったわけではな
く」，技術，経営，杜会および政治的に最適なシステム形成を志向していたわけでもな
いことを解明すると同時に，西ドイツでの現状を踏まえつつ，r杜会志向的」ないしr労
働志向的」労働科学の発展の方向，領域と要件を示すことにある。本書で扱われる事項
ば従来のオーソドックスな労働科学の範騎外に位置するものを多く含んでおり，その点
も考慮して訳者は敢えて表題から「労働科学」の用語をはずしていると思われ，原題よ
りも薯者の主張がより簡潔に表現されているともいえよう。
　本訳は明治大学大学院経営経済学研究会諸氏の手にょるが，訳語は一単語一訳的な直
訳を避げ，意味内容を捉えた用語選択がなされ統一も保たれており，ドイツ語邦訳の文
献としては大変読み易くなっている。ただ，文章は原文の構文に忠実であるあまり，多
少生硬であるとの観は否めないが，全体としてはよくこなれた訳文となっている。
　訳老は西ドイツでの用語法を踏襲して書名に「労働のヒューマニズム化」の語を用い
ているが，これはQWL（Qua肚y　of　Working　Life），r経営参加」，r産業民主主義」
といった概念をも含意している。著者の示す具体的方向もまさにそうLた現実の動向を
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包摂するものであり，極めて広範な射程から「人間と労働」の関わりあいが取り上げら
れており，ここに本書の特色が見出される。
　全体は，序論以下全6章構成となっている。まず序論では，rテクノロシー，作業組
織および資格の関係」に触れ，技術進歩に対応した作業組織形成は究極的に資本の論理
に規定され，労働者の資格軽視の傾向を強めるのであり，そこでは杜会的禾膳関係が顕
在化せざるをえないという認識の視点を確認すると同時に，r組織労働者の利害を志向
する統合的労働科学の研究を供する」という薯老の基本的姿勢が表明される。続く第1
章から3章までは，テイラーの著作とドイツで普及した「作業研究のレファ方式」を詳
細に検討し，資本主義的作業組織の原則を明らかにしつつ「科学的管理」の「内部矛
盾」を指摘する。第4章では3章までの批判を再構成して，人問・杜会志向的労働科学
の目標と諸要素のモデルが提示され，最後に5，6章で既成の経営内・杜会的権カ構造
が，労働科学のバラダイム転換とともに変容する必要があるというテーゼで総括され
る。こうした構成に沿って各章の概要を述べてゆくこととする。
　序論では，国政レベルでの教育問題にまず言及し，国民経済力の維持・増進には就業
老の質的水準向上が不可欠であり，この点では資本と労働の利害は一致しうる。しかし，
西ドイツでの1960年代以降の教育改革の経緯をふり返ると，技術進歩が直線的に就業老
の資格向上につながる保証はなく，むしろ，r教育の費用と効用の計算」もまた私経済
的機能要件に則してなされ，rコスト低減と支配の安定」を志向する管理上の政策は，
労働老の資格軽視という面で，労働老の「労働力の維持と拡大」という利害と対立する
ことが指摘される。
　本論に入り第1章では，F・W・テイラーの薯作の吟味を通して「科学的管理」の目
釣と体系諸要素が詳細に検討され乱テイラーの提唱した個々の要素が現在必ずLも一
般には採用されていないにもかかわらず，敢えていま彼の思想体系を敢り上げるのは，
彼こそが「科学的管理」の諸要素間の相互依存性，構造を明確にし，その体系を経営管
理劃こ提供することで実践的有効性を喚起し，r人間労働の投入と利用」の基本戦略を
示しているとみなされるからである。
　本章冒頭では，前世紀末から今世紀にかげてのテイラー・システム成立は，r新たな
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管理思想形成と産業支配の正当性を主張するモデルの必要性」という政治経済的時代背
景の産物であったことを確認する。そして，科学的管理の目標を，1）機滅と人間の経
済的利用，2）怠業の一掃，3）資本と労働の利害調和の試み，の3つとみなし，それ
ら目標達成のための要素を，1）時間研究，2）道具の標準化，3）動作の標準化，
4）課業の設定，5）賃金形態，6）労働者の選択，7）作業指図書，8）計画部と職
能別職長制度，の8つに整理する。これらは相互関遵的に意味づげられるが，その実質
的な中核は標準作業量である「課業」設定にある。これは，時聞研究を主とする「科学
的方法」に基づき算出されるというが，著老はテイラーの示す課業は「例外的条件下で
算定された最大作業量」であり，r空想的に高い」量であると断じている。また差別的
出来高給制はr低コスト，高賃金」を実現するものではなく，労働者にとっては実質的
な賃金カヅトであり，企業家に追加利潤をもたらす仕組であることと，実際の賃率は企
業内外の権力関係を決定要因とすることが指摘される。さらに6）～8）の要素は肉体
労働と頭脳労働の分離を追求する方法であり，ここに労働老の資格軽視，企業の階層化
強化および労働者の従属性を推進する力が作用すると見るのである。
　次いで第2章では，有名な「ホクシー委員会」での調査報告やドイツヘのテイラー・
システムの導入状況を整理しながら，科学的管理批判が展開される。周知のとおりテイ
ラー・システム黎明期に実施された当委員会報告ですでに，r科学的管理は科学性を有
してい恋い」という点と「産業民主主義への可能性を見出せない」点が看破されてい
る。それにもかかわらず，ドイヅでも工9工0年代以降，特に第1次大戦敗戦後の経済復興
期，技師を中心にテイラーの薯作の翻訳とその思想の実践が試みられねただ，熟練労
働者が相対的に豊富でその組織率も高かったため，いくぶん影響力が弱められたことは
留意すべきであろう。
　本章での批判の第一は，テイラーリズムが無制限の労働強化による健康破壊をもたら
す点である。テイラーの示す課業を追跡調査する証拠は何ら示されておらず，その算定
方法も現在の統計学的知見からすると厳密さを欠いており，何よりも健康に関する定義
すら与えられていないのである。これは，人聞を客体としてのみ把握する技師的思考様
式に起因する欠陥であるとされる。その二ば，第一の生理的側面からみた誤謬とも関連
するが，機械と人間を同一視し，労働を無制限に肉体労働と頭脳労働に分断化，細分化
・単純化し，それにより不熟練労働者による熟練労働者の代替という形式で熟練の解体
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を進める点である。
　第三は科学的管理における「経済性」概念に向げられる。まず，経営・企業レベルで
みても，問接部門要員の増大，管理老，労働者双方の創造力の脆弱化，ストライキによ
る損失，ならびに生産工程の硬直化による偶発事象発生時の調整コストといった費用負
担増が予測される。また，作業の効率化と労働強化が区別されておらず，労働強化によ
る生産量増加の事実を隠蔽しているともいう。さらに，マクロの杜会的視点からすると，
職業病，失業の発生その他，企業から杜会へ転嫁される杜会的費用増加という面でr杜
会的に誤った合理化」を推奨するものであるともされ乱
　その四は，労働老の分断化と労働力の商品化に直結した作業組織の標準化を通して工
場の中央集権的統制・支配を志向する点である。科学的管理は客観性と科学的中立性を
装うことで，生産手段の私的処理権を確立し，経営，杜会的なコソフリクト解決の代替
案をタブー視しているというのである。
　続く第3章では，ユ924年に設立された「全国労働時問測定委員会（レファ）」（Re－
ichsausschuB　fOr　Arbeitszeitemitt1ung；REFA）を中心とLたドイツにおげる作業
研究が，技法的修正を施しつつも，依然とLて科学的管理の隈界を克服しえていないこ
とを明らかにしている。当時ドイツでは，テイラー・システムは「合理化」という用語
に置き換えられたが，具体的内容は同一であった。そして，第二次大戦前レファはドイ
ツ産業合理化局（RKW）とともに産業合理化の推進母体であり，戦後も経済復輿と軌
を一にして発展Lてきたのであ私
　レファ方式の基礎はその名称が示すとおり時間測定にあり，当方式では，実際作業量
と「予定標準作業量」の差異から能率を判定するのであるが，この標準作業量算定はっ
まるところ個々の作業研究員の主観的判断に委ねられており，厳密で一義的な基準は提
示されていないとされる。また，賃金形態に関してもテイラー・システムの欠陥が修正
されておらず，休憩時間の算出も健康面への配慮に欠けており，労働強化の可能性を全
面的に留保しているとする。
　そして，レファが開発した6段階の作業設計プログラムが検討され乱これは，目標
設定に始まり，システムの範囲設定，代替案作成と情報収集，そして解決案の決定・実
施と統制に至る一連の意思決定プロセスを，洗練された形で網羅しているが，人間的目
標が副次的に位置づげられていること，意思決定基準の確定が管理サイドに占有されて
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いること，および不熟練労働による代替が志向されているという点が批判され乱これ
はそもそも，人閲性と経済性という相矛盾する目標をめぐるコンフリクトを充分に検討
せずに，経営経済学的た経済目標体系を継承し，労働の質を度外視して量的考察に隈定
することから，必然的に人間性基準は背後へ後退することになる。さらに，レファ部門
（作業研究員）はスタヅフであるとともにライソ系統下に置かれるため，労働老の企業
支配への従属は不可避であったといわざるを得ない。
　第4章では，前章までの批判を受げて，科学的管理，テイラーリズムを克服しうる新
たな労働研究のアブ巨一チが示される。伝統的な労働科学との対比において，r開放さ
れた」労働科学の主要な要件は，人間労働の杜会的諸条件に配慮しつつ経営の権力構造
を解明し，それにより意思決定の民主化，労働の人間化，杜会的合理性を追求すること
である。
　そして具体的にはまず「時間に関する主体性の回復」が上げられる。r労働蒔問面で
の経済性」というテイラーリズムがもたらす人問性疎外を回避するには，労働過程での
拘束を緩和することが不可欠であり，実際に労働時間の短縮および「柔軟化」が推進さ
れているのである。また，技術開発と応用に際し，杜会的，生態学的視点からチェヅク
を施し，人問が技術体系のイニシアチブをとるぺきであるとして「中間技術」という概
念を採用している。そして，資本志向的経営経済学的公理に立つ限り労働科学はここま
でに指摘された批判を克服でぎないのであり，この限界を越えるには労働志向個別経済
学が必要となる。これはドイツ労働組合総同盟付属の経済・杜会科学研究所（WSI）が
中核となって研究を進め，広範な杜会，経済変数を個別経済レベルの計算構造に導入す
ることを提唱する。しかしながら，そうした構想の実現は本質的には「利害関係老の権
力闘争に委ねられざるをえない」のである。さらに，イギリスにおける自主的生産（製
品）計画，作業方式決定の事例を紹介しつつ新たな労働組織の可能性を示し，また学校
教育のカリキニラムとテイラーリズムの酷似をも指摘し杜会教育の領域での改革の必要
性をも唱えている。
　本章ではまた，1970年代初頭以降西ドイツ連邦政府が推進している「労働のヒューマ
ニズム化」プログラムに言及している。このプログラムは市場経済の変化への対応とい
った側面もあるが，労働条件それ自身への杜会的不満の高まりを背景として着手され
た。その多様な研究構想の成果に決定的評価を下す段階にはまだないが，r自律性志向
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　303
工82　　　　　　　　　　　　早稲田商学第330号
作業設計」がここでの文脈では興味ある成果を報告している。そLて最後に労働組合が，
労働協約上での労働の人間化政策を打ち出していることが注目される。伝統的に担合戦
術が賃上げを中心に練られてきたことや，不況下では雇用保障が作業環境改善より優先
されるといった事情のため，作業条件の協約の対象化には困難が伴うと予想されるが，
経済的利害を確保するためにも，作業組織設計に干渉し管理老の指揮権に制約を加える
機運が見られるのである。
　最後の第5，6章では，労働科学の課題と今後の展望が総括的に述べられている。ま
ず，現在の労働におげる4つの問題領域が示される。それは，1）失業，2）技術形成
のr唯一最善の方法」を受げ入れる際の危険性，3）産業労働の意義の危機，4）消費
増ガこ伴う製品批判と製品に対する満足度の低下である。1）に関しては，投資拡大と
新技術導入が雇用創出効果を有するであろうという一般的な楽観論に対し，現在の失業
を解消するに充分派経済成長の実現はか派り困難であり，新規投資，新技術導入の両着
とも，雇用創出でなく省力化を目指す可能性が高いと指摘する。2）の意味するところ
は，技術進歩に対応Lた作業組織設計に対する世論の懐疑的な態度表明である。3）は
2）とも関連するが，技術・作業パラダイムの変化が多様な生活のモデル，あるいは価
値観を醸成してきており，従来の産業杜会の価値観とのズレが生じている状況をさす。
そして4）は，杜会生活のより大きな部分が商業化，消費経済化するに従い，ますます
人々は賃労働老と消費老という異る役割に分裂し，アイデソテ4ティ喪失に陥っている
というのである。
　以上の問題領域に解決策を示す確固たる根拠は従来の労働科学からは導出されえない
という点に，新たな労働科学の方向を模索するより実践的な必要性がある。その基本ラ
ィソは，技術的，利害中立的に最適な作業組織形成を志向するのではなく，多様な次元
から代替案の探索，評倣を行うという基本姿勢のもと，労働老が研究の客体でたく主体
とたり，自らの経験と利害を反映させる方向に向うものである。これは，広範な領域を
包摂する「杜会志向」と称され，当面「雇用」，「労働時間」，r労働の分配」，r労働形
成」，r技術形成」，r製品選択と製品設計」，「自主的経営における労働」といった分野を
扱うことになろう。最初の3つは，労働時問短縮による雇用機会の分配という形式で関
連している。勿論，個々の領域で独自の政策も不可欠であるが，目下最も実行可能な戦
略であることに疑問はないであろう。また，金銭的価値次元とは全く異る視点から人格
304
　　　　　　　　　　　　　　　　書　　　評　　　　　　　　　　　　　　　183
形成に寄与しうる労働の形成も必要であり，その蒔には労働の意味内容自体が問われる
ことになろう。そして，テイラー的な技術導入つまり唯一最善の方法に代り，分権化，
参加と自主性尊重，生態学的調和，杜会的合理性を目指す技術形成も考慮されるべきで
ある。この生態学的調和，杜会的合理性の観点や，消費老運動，環境保全運動の展開に
合わせて，杜会的，生態学的に有用で安全な製品の創出を希求するという動向が現実に
あることもまた見逃すことはできない。
　最後にこれらの方策よりも包括的な方法として，自給自足的労働形態の試みや，法的
保護を受けた協同組合的な非営利組織形態による自主的管理（r第3の部門」）下での労
働が，今後の労働・生産と消費を包含した杜会経済生活全般の新たな様式を示しており，
こうした活動領域をバラソスよく拡大してゆくことが「多極的な経済体制に接近する第
一歩」となると推測されるのである。
　また巻末では，翻訳を担当した井藤正信，佐々木聡丙氏がレファ方式の日本への導入
の歴史的経緯を紹介している。
　本書の概要は以上紹介したとおりであり，徹底した科学的管理批判を加えると同時に，
今後の労働のあり方が極めて多元的，包括的に示されている。日本では時あたかも昭和
62年秋に労働基準法の改正がなされ本年4月より施行の運びとなり，また，全日本民間
労働組合連合会（連合）結成による労働組合ナショナル・セソター再編成が実現し，労
働生活の内容改善が杜会的関心事になっている時であり，犬いに時宜に適った翻訳であ
るといえよう。労働問題とはそもそも多面的な様相を呈する性質のものであり，本書で
示されたアプローチと問題領域は，現在考えうる側面をほぽすぺて網羅しており，国内
での諸間題を解明するにも参考となるであろう。
　冒頭に記したとおり，本書の原題には「労働のヒニーマニズム化」という語はないが，
著老の主張の意味内容からするとこの用語法は現在の憤用からみて適切である。ただし，
労働の人間化，QWLといった構想，政策がIL0や各国政府機関主導で浸透してきた
経緯から，労働組合などはこれに懐疑的な面もあり，職務拡大や職務充実といった，管
理サイドからする一種の動機づげ施策もこの概念に含まれる場合もあることは留意すべ
きであろう。労働の人間化は，その概念自体包含する内容が多彩であり，論老の立場を
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不可避的に反映している。その点薯者は一貫して労働者の側に立っており，そうした視
点からすると，r科学的」と冠するテイラーリズムも党派性を露呈しているという批判
を免れえないのである。しかし，テイラーが自ら中立性を主張したこと自体の規範的評
価はおくとして，彼の視点が常に「管理者」サイドにあったことは明白であり，著老の
見解とは究極的には相容れないのはいたしかたないであろう。
　著者は，テイラーリズムに沿った作業組織形成は独自の運動法貝oに従う傾向カ堀く，
現在の労働組織も依然としてその色彩を反映しており，そこに労働条件改善，労働の人
間化の根本的阻害要因があると見るのである。ただ，本書ではテイラーリズムの思考様
式を簡潔に要約した記述は，r機械と人間の同一視」あるいは「生理的側面を無視した
技師的発想」というもの以外は，概して「資本の論理」に総括されている。この点，概
念の操作化を図り，実証的なレベルで議論を展開する必要はなかったであろうか。とい
うのは，1912年の議会におげる証言やその他の薯作では，科学的管理の本質は企業家・
管理者，労働老両サイドにとっての経営成果増大，労使間の利害一致にあることが強調
されており，テイラーリズムの不備をイデオロギーのレベルで論ずることは，現象の解
明に資するところが少ないと思われるからである。むしろ，素朴な物心二元論に依拠し
た要素還元的アプローチに起因する限界であろう。また，当時のアメリカの労働者の技
能程度や民族の多様性などが，薯者の目からは熟練の解体と映るほど徹底した労働の細
分化・単純化を要請したともいえよう。
　ところで，労働条件の基礎事項は賃金と労働時聞であり，最近では国内でも賃上げ一
辺倒から両者の関連を念頭に置いた議論が多く見受けられるようになった。欧米の労働
組合運動には伝統的にワーク・シ圭アリソグの発想があり，労働時間への敢組には積極
的であり，特に本書で取り上げられている西ドイツではそうである。今回日本の労働基
準法改正の主眼が法定労働時間短縮にあったことなども勘案すると，労働時間問題は従
来以上に活発な論議を呼びそうである。著着も，雇用機会分配を意識しつつ労働時間を
主要な間題領域のひとつに上げている。そして，さらにいうならぱ，時間におげる主体
性回復が労働の人間化の観点からはより肝要であり，時間短縮とともにあるいはそれ以
上にr労働時問の柔軟化」ないしr個人化」が推進される必要があろう。時間に対する主
体性発揮とは，とりもなおさず労働におげる自由裁量の拡張をもたらすものであり，そ
れが実質的な労働内容充実に不可欠な要件であろう。国内の労働時間論議では，童だこ
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の側面への問題意識が稀薄であるといえる。
　さて，本書の論議の射程は労働環境：衛生や応用生理的視点からの労働条件改善といっ
た範囲を越て，経営参加，産業民主主義といった企業体制を巡る動向をも視野に収めて
いることは繰り返すまでもなかろう。民主化あるいは参加のレベルは，国家，産業レベ
ルから個別企業のトヅプ，経営体・事業所あるいは職場レベルまで多段階的に可能であ
るが，いずれにせよ経済権力の再配分もしくは権威体系の変更を志向するものである。
現実のこれらの運動は，すぐれて杜会的，政治的背景から生成してきたといえるが，そ
の中で就業者の欲求の高度化に即応した経営管理システム構築の必要性に対する認識も
作用していた点も見逃す訳にはゆかないであろう。人間関係論以降の管理思想の発展を
想起すれぱ，民主化，参カロを実現する素地は管理側にも準備されていたといえる。程度
の差こそあれ，参加的マネジメソトは現代企業の主要なメルクマールの一つであるとも
いえる。本書では，そうした管理サイドの展開への言及が欠けている憾みがある。もち
ろん管理サイドからする参加はその窓意性あるいは操作性を排除できないが，少なくと
も著著の西ドイツでは共同決定制の名称のもと，経営参加が法的に規定されており企業
行動のルールとなっていることは周知のとおりである。特に72年新経営組織法では，人
間的な労働条件に関する条文が盛り込まれて，その実現のために「労働科学的認識」が
労使共通の認識として獲得される必要がある旨記されており，労働科学の制度的位置づ
げが明らかにされているのであ私こうした制度的枠組と，その枠内における政治・杜
会運動あるいは労使関係上の戦略が，もっと系統立てて論じられてもよかったのではな
かろうか。著老は労働のあり方，労働組織の様式が究極的に経営内外におげる権力関係
に規定されるとみなすのであるから，尚更である。また，民主化が必ずしも所期の理念，
目的どおりには個人レベルでの労働の解放を果たしてきていないという事実も忘れては
たらない。そうした点で，本書前半部の級密な論述に比べると，後半の提言は論理的飛
躍が大きく，実践面からも多少総花的で焦点が見えにくいきらいがあることは否定でき
ない。しかし，そうした記述上の間題点自体が当該間題領域の錯綜した状況の現れであ
るかもしれたし・o
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（昭和62年10月，嬢松堂出版）
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